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健康保険被保険者証の廃止に伴う直接的かつ恒常的な雇用関係 

の確認方法について（お知らせ） 

 

 

今般、マイナンバー法等の一部改正法（令和 5 年法律第 48 号）により、健康

保険被保険者証が令和 7 年 12 月 2 日以降原則として使用できなくなることを

踏まえ、入札・契約事務において、本市へ直接的かつ恒常的な雇用関係を証明す

る際は、別表のうちいずれかの写しを提出してください。 

また、入職や転職、所属企業の利用制限などのため、別表に掲げる書類により

雇用関係の証明ができない場合、雇用関係証明書（別紙参考様式）を提出してく

ださい。 

なお、雇用関係に虚偽の届出があった場合、雲仙市工事請負契約等に係る入札

参加資格者指名停止の措置要領に基づき、指名停止となる場合があります。また、

建設業法等の関係法令に抵触する場合、建設業法等違反に係る事務処理要領に

基づき、当該法律を所管する機関に通知しますのでご留意ください。 

以上  

  

所管：財務部契約検査課 

（担当：白山） 

TEL：0957-47-7793 



（別表） 

 

雇用関係確認書類 

 

確認書類 根 拠 備  考 

監理技術者資格者証 

※表裏両面の写し 
建設業法 

建設業者が、発注者から直接請け負った建設工事の下請

額の合計が、規定の額以上の際に配置が必要となる。 

※所属建設業者名が記載されているものに限る。 

雇用保険被保険者資

格取得等確認通知書 
雇用保険法 

労働者を雇用する事業所の事業主は、雇用保険法の規定

による各種届出の義務を負う。 雇用保険事業所別被

保険者台帳 

健康保険・厚生年金

保険被保険者標準報

酬決定通知書 

健康保険法 

事業主は使用する被保険者の標準報酬月額を都道府県 

又は健康保険組合に届け出る義務があり、それに対し決 

定額が通知される。 

住民税・森林環境税の

特別徴収税額決定通

知書・変更通知書 

地方税法 
給与の支払いをする者は、所得税の源泉徴収義務があ 

り、住民税等の特別徴収義務者として指定される。 

技術職員名簿 建設業法 経営事項審査申請書の別表 

源泉徴収票 所得税法 
給与の支払いをする者は、所得税を源泉徴収し、源泉徴

収票を支払いを受ける者に交付する義務がある。 

健康保険被保険者証 健康保険法 

法人もしくは常時 5 人以上の従業員を使用する事業所

の使用される者は、被保険者となる。 

※令和 7 年 12 月 1 までで有効な保険証に限る。 

 

  


